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資料３－３ 



論点について

事業名：再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進

            事業のうち再生可能エネルギー設備導入事業

〇地域における再生可能エネルギー普及・拡大の妨げとなって
いる課題について、対応できているか。また、今後、他の地域へ
の水平展開につなげることができるか。

〇CO2削減に係る費用対効果がどのようになっているのか。



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

37% 40% 94%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

（目標値）
目標最終年度までの累積設備導入件数（当該事業の実績＋予算上の見込＋波及効果による目標年度までの見込）×設備の単年度削減量
（t-CO2/年）×法定耐用年数）

エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律第85条第3項第1号ホ及びヘ
施行令第50条第7項第10号並びに第8項第7号及び第8
号

主要政策・施策

8,000

設備導入補助によるCO2
排出削減見込量

実施方法

28年度

％

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業（一部経済
産業省・農林水産省連携事業） 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 環境計画課
環境計画課長
川又　孝太郎

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

エネルギー対策

▲ 592

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

地方公共団体及び民間事業者等の再生可能エネルギー導入事業のうち、地方公共団体の積極的な参画・関与を通じて各種の課題に適切に対応するも
の、再生可能エネルギーシェアリングモデルシステムを構築する営農を前提とした農地等への再生可能エネルギー発電設備の導入を中心とした取組、蓄
エネルギー等の導入活用事業等について、事業化に向けた検討や設備の導入に係る費用の一部を補助する。

補助率：【国から非営利法人への補助】定額
　　　　　 【非営利法人から地方公共団体等への補助】定額、１／３、１／２、２／３

- -

6,000

- -

▲ 128 -

設備導入補助によるCO2
排出削減見込量

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

5,400

128592

2,199

平成２８年度
事業終了

（予定）年度 平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

地域における再生可能エネルギー普及・拡大の妨げとなっている課題への対応の仕組みを備え、かつ二酸化炭素の削減に係る費用対効果の高い取組に
対し、再生可能エネルギー設備を導入する事業等を支援することにより、再生可能エネルギーの自立的普及を促進し、もって地球温暖化対策計画（平成28
年５月13日閣議決定）に掲げる温室効果ガス削減目標の達成への貢献を通じた低炭素社会の実現及び第五次環境基本計画（平成30年４月17日閣議決
定）に掲げる地域循環共生圏の実現に資することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

t-CO2

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

t-CO2

平成３１年度行政事業レビューシート 環境省

執行額

6,000 7,408 5,864 5,128 0

3,189 5,092

執行率（％） 37% 43% 87%

-

3,862,365

-

地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）、第五次
環境基本計画（平成30年4月17日閣議決定）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

0.9 5.4

-

172,954 307,657

-

13.4 -

1,074,585

-

- -

5,000

関係する
計画、通知等

達成度

35,762

32

-

年度 年度42

0

31年度当初予算

5,000

5,000

事業番号 　 0037

地球温暖化対策

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

二酸化炭素排出抑制対策
事業費等補助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

- -

目標値 円/t-CO2 - - - 6,725 -

達成度 18.4％

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

32 年度 42 年度

目
標
・
指
標

平成42年度における１ｔ
当たりのCO2削減コスト

（円/t-CO2）
※本事業の終了年度の
平成32年度までは補助
金ベース、平成42年度
は事業費ベースの目標

値。

１ｔ当たりのCO2削減
コスト

※達成度について
は、本事業の終了年
度である32年度を基

準としている。

成果実績 円/t-CO2 36,580 17,236 12,860 - -

目標値 円/t-CO2 - 10,000

達成度 ％ 18.4 39 52.3 - -

- -

チェック

39 52.3

算
出
方
法

補助金交付実績(事務
費含む）及び補助導入
設備の法定耐用年数分
のCO2削減量より算出
（設備に要した補助金
額/法定耐用年数期間

中のCO2削減量）
※複数年度かけて完工
に至る事業の場合、補
助金交付実績及び当
該事業によるCO2削減
量は完工時（事業最終

年度）に一括計上。

補助金交付実績（事
務費含む）及び補助
導入設備の法定耐
用年数分のCO2削
減量より算出（設備
に要した補助金額/
法定耐用年数期間
中のCO2削減量の

合計）
※複数年度かけて
完工に至る事業の

場合、補助金交付実
績及び当

該事業によるCO2削
減量は完工時（事業
最終年度）に一括計

上。
※達成度について

は、本事業の終了年
度である32年度を基

準としている。

う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 36,580 17,236 12,860

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

106

-

-

- -

6,725

92,700- -- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

地球温暖化対策
関係

単位

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

106 116 129

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円/件

設備導入補助の実施件数

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

35.8

件

2,752/116 4,563/106

31年度活動見込

17.3 23.7

- -

目標値
万ｔ-

CO2／
年

29年度 30年度

単位

設備導入補助総額 ／ 実施件数

単位当たり
コスト

-

107 131 143

1,835/106

29年度

4,612/129

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

ポテンシャル調査、事業化計画・ＦＳ調査等を通じて実行計画(区域施策編)の策定率向上や低炭素化設備等への導入支援によるCO2削減の対策・
施策の推進。

- 42
定量的指標

112,800

年度年度

43

中間目標 目標年度

28年度

28年度

実績値
万ｔ-

CO2／
年

114,700

単位

エネルギー起源二酸化炭素の排出量（ＣＯ２換算ﾄﾝ）

施策 １．地球温暖化対策の推進、８．環境・経済・社会の統合的向上

政策 -

測
定
指
標

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

取組
事項

分野： -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -



経済産業省

事業番号 事業名所管府省名

再生可能エネルギー熱事業支援者事業

○

資金の流れの中間段階での支出は、事業の実施、管理、運
営に要する経費及び補助金の交付に必要な事務に要する
経費に限定する予定であり、合理的である。

地方自治体や民間による取組だけでは、未だ十分に普及し
ていない再生可能エネルギーについて、優良な導入事例の
創出・蓄積を促進して広く国内全体への普及を図り、国の温
室効果ガス排出削減目標の達成につなげることは、国が担
うべき役割である。

○

評　価項　　目

本事業は、温室効果ガス排出削減という国内外の社会的要
請に応えるものであり、かつ、導入拡大に向けた社会的機
運が高まっていながら依然として十分に導入されていない
再生可能エネルギーについて、自然的社会的な課題に対
応し得る導入事例の創出・蓄積を促進し、その自立的な普
及を促進するものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成32年度の本事業の終了に向けて、効果的な事業成果の情報発信が実施できるようにする。

執行率は向上しているが、本事業の事業目的のひとつである事業成果の水平展開について、効果的に行えていない。

○

○

再生可能エネルギー発電設備及び熱利用設備の導入を補
助する事業であり、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

本事業は、地球温暖化対策推進の観点から、自立的な再
生可能エネルギー電気・熱の普及拡大を図ることを目的と
し、地方公共団体、非営利法人等の自家消費型の再生可
能エネルギー発電設備導入事業における事業化計画策定
及び設備導入の補助や、民間事業者等の再生可能エネル
ギー発電設備導入の補助を実施していたもの。
経済産業省の「地域の特性を活かしたエネルギーの地産地
消促進事業費補助金」は、本事業と連携し、民間事業者を
対象として再生可能エネルギーの熱利用設備導入支援を
実施するものである。この事業は、本事業とは補助対象事
業が異なっているため、事業内容の重複はない。なお、平
成30年度まで経済産業省が支援対象としていた部分は、平
成31年度から、環境省で支援対象としたため、経済産業省
は、事業を実施しないため、引き続き、重複はない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

成果実績及び活動実績から見て、他の手段と比較して実行
性の高い手段といえる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

応募事業については、外部有識者による委員会において審
査を行い、採択を行っている。したがって、支出先や費目、
使途の妥当性や競争性は確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成には、再生可
能エネルギーの大幅な導入拡大が重要な課題となっている
ところ、導入拡大を阻む自然的社会的な課題への適切な対
応を促進・支援する本事業は、この課題に適切に対処する
ものであって優先度が高い。

事業採択に当たっては、再生可能エネルギーの導入を妨げ
る課題に適切に対応する、費用対効果の高い優良事例を
創出する予定としているため、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施の際は、財務規則等に基づく競争性のある手続き
を原則としており、コスト削減が図られる制度となっている。

昨年度と比較して、着実に成果実績が上昇している。

○

事業採択に当たっては、外部有識者による委員会において
審査を行い、選定している。したがって、支出先や費目、使
途の妥当性や競争性は確保されている。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績及び見込みからみて、見合ったものとなっている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高
い事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

実施要領において交付額の算定方法を定めており、妥当で
ある。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

経産省は、番

号が確定して

いないため、

確定次第、記

載



( ) ( )

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度
29-0058, 経済産業省29-
0268

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度
新28-0003,経済産業省 新
28-0035,336

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 環境省 0046 経済産業省 0246



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

【補助金等交付】

A.公益財団法人

日本環境協会

執行額：5,092百万円

公募により選定。補助金の交付・執行

業務を行う。

事務費：104百万円

B.地方公共団体、

非営利法人（56団体）

3,121百万円

C.地方公共団体、

非営利法人（48団体）

354百万円

D.地方公共団体（1団体）

18百万円

E.地方公共団体、

営利法人（3団体）

257百万円

F.営利法人（1者）

33百万円

G.営利法人（66者）

1,170百万円

H.農業者、営利法人

（3者）

32百万円

Ｉ.営利法人（1者）

3百万円

再生可能エネルギー設備導入事業

事業化計画策定事業

温泉多段階利用推進調査事業

離島の再生可能エネルギ設備導入促進事業

熱利用設備を活用した余熱有効利用化事業

再生可能エネルギー事業者支援事業費

再生可能エネルギーシェアリング

モデルシステム構築事業

蓄電・蓄熱等の活用による

再生可能エネルギー自家消費推進事業

環境省
5,092百万円



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

公益財団法人日本
環境協会

- - -

地熱発電設備導入 72 補助金等交付 - - -

愛媛県今治市

富山県砺波市 7000020162086 地中熱利用設備導入 60

3000020382027 バイオガス発電設備導入 59 補助金等交付 - - -

北海道足寄町

長野県高森町 5000020204030 バイオマス発電設備導入 88 補助金等交付 - - -

9000020016471

1,025

補助金等交付

A.公益財団法人日本環境協会

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について

記載する。費目と
使途の双方で実
情が分かるように

記載）

18

金　額
(百万円）

事務費 人件費、借損料、旅費等

バイオガス発電設備等導入

104

使　途

事業費

B.北海道虻田郡豊浦町
金　額

(百万円）

4,988

費　目 使　途

計 5,092 計 1,025

人件費等 地中熱利用設備導入事業計画策定 10 設備費等 温泉資源利用推進事業化調査

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

設備費等地方公共団体等への補助金交付額

費　目

C.山形県河北町 D.大分県

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

設備費等 太陽光発電設備導入（離島） 180 設備費等 熱導管等設備導入 33

計 10 計 18

使　途

計

費　目 使　途

設備費等 太陽光発電設備導入 89

計 180

1

20

E.（株）宮古島未来エネルギー F. (株)北海道熱供給公社

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率

設備費等
太陽光エネルギーシェアリングモデルシス
テム導入

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

33

金　額
(百万円）

G.DIC（株） H.（株）サンフレッシュ小泉農園

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

法　人　番　号

5010005013660 5,092

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
再生可能エネルギー電気・
熱自立的普及促進事業

2

-

岩手県八幡平市 7000020032140 地中熱利用設備導入 198

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道虻田郡豊浦
町

5000020015717
バイオガス発電設備等導
入

1,025 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

北海道浜中町 5000020016632 地中熱利用設備導入 138 補助金等交付 - - -

6

7

4

5

栃木県 5000020090000 地中熱利用設備導入 114 補助金等交付 - - -

10

8

9

岩手県久慈市 4000020032077 バイオマス発電設備導入 72 補助金等交付 - - -

岡山県西粟倉村 8000020336432 バイオマス発電設備導入 96 補助金等交付 - - -

計 89 計 20

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

D

E

F

G

(株)ニシムタ 2340001003271 太陽光発電設備導入 39 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

花王（株） 4010001034760 太陽光発電設備導入 74 補助金等交付 - - -

三井住友ファイナン
ス＆リース(株)
/(有)瑞穂農場

5010401072079 太陽光発電設備導入 60 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）宮古島未来
エネルギー

9360001023889
太陽光発電設備導入（離
島）

180 補助金等交付 - - -

大分県 1000020440001
温泉資源利用推進事業化
調査

18 補助金等交付 - - -

広島県東広島市 2000020342122
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

福島県会津美里町 7000020074471
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

北海道当別町 1000020013030
バイオマス発電設備導入
事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

学校法人富山国際
学園

9230005000336
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

国立大学法人大阪
大学

4120905002554
地中熱利用設備導入事業
化計画策定

10 補助金等交付 - - -

福島県北塩原村 3000020074021
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

山形県河北町 2000020063215
地中熱利用設備導入事業
化計画策定

10 補助金等交付 - - -

7

8

5

6

福島県喜多方市 7000020072087
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

9

10

北海道新十津川町 7000020014320
バイオマス発電設備導入
事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

奈良県五條市 1000020292079
木質バイオマス発電設備
導入事業化計画策定

10 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

3 鹿児島県中種子町 5000020465011
太陽熱利用設備導入（離
島）

34 補助金等交付 - - -

国際佐渡観光ホテ
ル（株）

4110001027589
木質バイオマス発電設備
導入（離島）

43 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(株)北海道熱供給公
社

3430001022344 熱導管等設備導入 33 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

DIC（株） 6010001112151 太陽光発電設備導入 89 補助金等交付 - - -

5

6

サンライズ産業（株） 4420001010605
太陽光発電設備、蓄電設
備導入

39 補助金等交付 - - -

未来工業（株） 3200001014926 太陽光発電設備導入 72 補助金等交付 - - -



H

☑チェック

坪口秀美（坪口農
事）

2140001113272
太陽光エネルギーシェアリ
ングモデルシステム事業
化計画策定

3 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）サンフレッシュ
小泉農園

6370501001108
太陽光エネルギーシェアリ
ングモデルシステム導入
事業

20 補助金等交付 - - -

(株)ベルク 8030001085963 太陽光発電設備導入 33 補助金等交付 - - -

ソニーセミコンダクタ
マニュファクチャリン
グ(株)

4290001021319 太陽光発電設備導入 38 補助金等交付 - - -

芙蓉総合リース(株)
/(株)キョクレイ

3010001028689 太陽光発電設備導入 35 補助金等交付 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

7

8

9

10

三井住友ファイナン
ス＆リース(株)
/(株)ランテック

5010401072079 太陽光発電設備導入 35 補助金等交付 - - -

1

2

3

ハウステンボス（株） 6310001005886
太陽光エネルギーシェアリ
ングモデルシステム導入
事業

10 補助金等交付 - - -



別紙２

計 3 計 0

蓄電設備導入 3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

I.東北物産（株） J.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

設備費等



別紙３

I

東北物産（株） 9420001009626 蓄電設備導入 3 補助金等交付 - - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



予算額・
執行額

（単位:百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度

- - -

翌年度へ繰越し

- - -

執行額 1,447 1,873 3,121 -

前年度から繰越し - - 585 127 -

32年度要求

予算
の状
況

当初予算 4,882 4,038 3,113 1,932

補正予算 -

- ▲585 ▲127 ｰ

予備費等 -

計 4,882 3,453 3,571 2,059

当初予算＋補正予算に対する執行
額の割合（％）

30% 46% 100% -

執行率（％） 30% 54% 87% -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

32 年度 42 年度

-

目標値 t-CO2 - - - 281,614 849,684

成果実績 t-CO2 32,698 61,277 73,369 -

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

（目標値）

目標最終年度までの累積設備導入件数（当該事業の実績＋予算上の見込＋波及効果による目標年度までの見込）×設備の単年度削減量（t-CO2/年）×法定耐用年数）

達成度 ％ 3.8 11.1 19.8 -

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

設備導入補助によるCO2排出削

減見込量

設備導入補助によるCO2排出削

減見込量

横断的な施策に係る
成果目標

及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類 単位 28年度 29年度

目
標
・
指
標

平成42年度における１ｔ当

たりのCO2削減コスト（円

/t-CO2）

※本事業の終了年度の平成

32年度までは補助金ベー

ス、平成42年度は事業費

ベースの目標値。

1t-CO2削減当たりのコ

スト

※達成度については、本

事業の終了年度である

32年度を基準としてい

る。

成果実績 円/t-CO2

目標値 円/t-CO2 - -

30年度
中間目標 目標最終年度

32 年度 42 年度

31,477 34,678 34,879 - -

- 27,500 30,000

達成度 ％ 87.4 79.3 78.8 - -

円/t-CO2 31,477 34,678 34,879 - -

地球温暖化対策関係

算
出
方
法

補助金交付実績及び補助導

入設備の法定耐用年数分の

CO2削減量より算出（設備

に要した補助金額/法定耐用

年数期間中のCO2削減量）

※複数年度かけて完工に至

る事業の場合、補助金交付

実績及び当

該事業によるCO2削減量は

完工時（事業最終年度）に

一括計上。

補助金交付実績及び補助

導入設備の法定耐用年数

分のCO2削減量より算出

（設備に要した補助金額

/法定耐用年数期間中の

CO2削減量の合計）

※複数年度かけて完工に

至る事業の場合、補助金

交付実績及び当

該事業によるCO2削減量

は完工時（事業最終年

度）に一括計上。

※達成度については、本

事業の終了年度である

32年度を基準としてい

る。

う

ち

、

直

接

効

果

成果実績

目標値

達成度 ％ 87.4 79.3 78.8 - -

円/t-CO2 - - - 27,500 -

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業における設備補助事業の執行額等



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

B

金　額
(百万円）

31年度
活動見込

32年度
活動見込

設備導入補助の実施件数
活動実績 件 54 60 53 -

活動指標 単位 28年度 29年度

29年度

百万円/件 1,447/54 1,873/60

30年度

資金の流れ
（資金の受け取り先
が何を行っているか
について補足する）
（単位：百万円）

-

当初見込み 件 53 50 49 30 -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

3,121/53 2,058/30

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

B.北海道虻田郡豊浦町

30年度 31年度活動見込

設備導入補助総額／実施件数

単位当たり
コスト 百万円/件 26.8 31.2 58.8 68.6

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 1,025

費目・使途

（「資金の流れ」に

おいてブロックごと

に最大の金額が支出

されている者につい

て記載する。費目と

使途の双方で実情が

分かるように記載）

設備費等 バイオガス発電設備等導入 1,025

落札率 一者応札・一者応募又は

1 北海道虻田郡豊浦町 5000020015717 バイオガス発電設備等導入 1,025 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要 支　出　額 契約方式等 入札者数

-

2 岩手県八幡平市 7000020032140 地中熱利用設備導入 198 補助金等交付 - - -

- - -

4 栃木県 5000020090000 地中熱利用設備導入 114 補助金等交付 -

3 北海道浜中町 5000020016632 地中熱利用設備導入 138 補助金等交付

- -

5 岡山県西粟倉村 8000020336432 バイオマス発電設備導入 96 補助金等交付 - - -

6 長野県高森町 5000020204030 バイオマス発電設備導入 88 補助金等交付 - - -

- - -

8 岩手県久慈市 4000020032077 バイオマス発電設備導入 72 補助金等交付 -

7 北海道足寄町 9000020016471 地熱発電設備導入 72 補助金等交付

- -

9 富山県砺波市 7000020162086 地中熱利用設備導入 60 補助金等交付 - - -

10 愛媛県今治市 3000020382027 バイオガス発電設備導入 59 補助金等交付 - - -

環境省

3,121百万円

【補助金等交付】

A.公益財団法人

日本環境協会

公募により選定。補助金の交付・執行業務を

行う。

B.地方公共団体、

非営利法人（3,121百万円）
再生可能エネルギー設備導入事業



再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業
(うち「再生可能エネルギー設備導入事業」)

令和元年６月

環境省大臣官房環境計画課

令和元年度行政事業レビュー公開プロセス



1

事業イメージ（木質バイオマスの例） 設備補助対象は、エネルギー起源CO２の
排出抑制に資する設備と付帯設備

供給側の対策 供給側の対策 ボイラーの対策 需要側の対策
◆長期的な見通しに立
ち、年間を通した安
定した燃料需要を有
する需要家を地域内
で確保し、維持する

◆チップ供給業者の条件
とボイラー側の条件を
合致させる
◆最新のチップ規格に適
合したチップの供給体
制の確立を促す
◆地域内でのチップ等の
安定的な需要を確保し、
小口供給を可能とする

◆ボイラーの出力規模等を集
約化する
◆チップ規格に対応したボイ
ラーの生産等を促す
◆設備コストの高止まりを是
正するためボイラー等設備
のコスト上限を設ける
◆灰の処理など維持管理の容
易なシステムを導入する

◆福祉施設の給湯など高い稼働
率が見込める施設を対象
◆導入前に熱需要等の適切な把
握と設計を行う
◆チップ等供給事業者を分散し、
安定した燃料供給を確保する
◆初期コストの適正価格を共有
するとともに複数施設での一
括導入等によりコストを低減

燃料供給者

原木
（チップ用材）

原料
（チップ等）

チップ等製造機山元
需要家

給湯･暖房
給湯･暖房

文化教育施設

福祉施設

病院 給湯･暖房

バイオマスボイラー

2016年５月、我が国の2030年度の温室効果ガス排出削減目標を2013年度比で26.0％減とする「地
球温暖化対策計画」が閣議決定され、これを実現するための対策として、再生可能エネルギーの最大限の導
入が盛り込まれた。
地域の再生可能エネルギーは、「地域循環共生圏」づくりの核となる地域資源。しかしながら、事業コストの
低減、社会的受容性の確保、広域利用の困難さ、持続可能かつ効率的な需給体制の構築等に関する課
題が生じており、地域の自然的社会的条件に応じた導入拡大は必ずしも円滑に進んでいない状況にある。
こうした状況に適切に対処できる、自家消費型・地産地消型の再生可能エネルギー（地域での熱利用、
FITを活用しない電力利用）の自立的な普及を促進する必要がある。

事業の背景

イメージ

「持続可能かつ効率的
な需給体制の構築」
が課題の場合

地方公共団体の積極的な参加・関与を
通じて
国内に広く応用可能な課題への対応
の仕組みを備え、
CO２削減に係る費用対効果の高い
取組

に関する優良事例を創出することで、他
の地域への水平展開につなげる。
⇒地域の再生可能エネルギーの導入モデ
ルを形成し、水平展開を図ることで、再エ
ネの種類ごとに市場を育成していく。

事業概要

事業の目的



2

行政事業レビュー公開プロセスにおける論点

【論点１】
地域における再生可能エネルギー普及・拡大の妨げとなっている課題について、
対応ができているか。
また、今後、他の地域への水平展開につなげることができるか。

・普及・拡大の妨げとなっている課題対応（審査項目、採択事例）
・採択実績
・ほかの地域への水平展開

【論点２】
CO２削減に係る費用対効果がどのようになっているか。

・CO2削減に係る費用対効果（再エネ種別、太陽光発電設備）

平成28年度から実施している設備導入事業において、数年経過しているが、事業目的の達成
に向けて効果的に事業が実施されているのか。

論点

選定理由
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論点１．地域における再生可能エネルギー普及・拡大の
妨げとなっている課題への対応と水平展開
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本事業の採択に当たっては、外部有識者で構成される審査委員会において、「設備導入の妨げとなって
いる課題への対応」、｢事業の波及性｣、「CO2削減に係る費用対効果」等を総合的に評価しており、本
事業の目的に合致しない申請については、予算に残額があったとしても、採択していない。
例えば、CO2削減に係る｢費用対効果（1t-CO2削減当たりのコスト）｣は、過去の同類設備の採択実
績との比較により評価している。

2019年度（平成31年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費
等補助金（再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業）
公募要領より抜粋

審査項目
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１号事業交付実績

【福島県】（６件）
・猪苗代町（太陽光発電、地中熱利用）
・福島市（太陽光発電・蓄電池）
・学校法人中沢学園（地中熱利用）
・南会津町（太陽光発電）
・須賀川市（地中熱利用）
・社会福祉法人福島県福祉事業協会
（地中熱利用）

【青森県】（４件）
・五所川原市（地中熱利用）
・社会福祉法人桂堂会（地中熱利用）
・弘前市（温泉熱利用）
・鶴田町（地中熱利用）

【岡山県】（６件）
・岡山市（太陽光発電）
・真庭市①（バイオマス熱利用）
・真庭市②（バイオマス熱利用）
・西粟倉村（バイオマス熱利用）
・社会福祉法人稔福祉会（太陽光発電）
・新見市（バイオマス熱利用）

【山梨県】（８件）
・山梨県（太陽光発電）
・大月市（地中熱利用）
・山梨市（地中熱利用）
・社会福祉法人深敬園（地中熱利用）
・南アルプス市（温度差E利用）
・市川三郷町（地中熱利用）
・中央市（地中熱利用）
・社会福祉法人ひかりの里（太陽熱利用）

【長野県】（９件）
・飯綱町（地中熱利用）
・朝日村（地中熱利用）
・社会福祉法人梓の郷（太陽光発電）
・社会福祉法人博仁会（太陽熱利用、地中熱利用）
・長野県（地中熱利用）
・高森町（バイオマス熱利用）
・松本市（バイオマス熱利用）
・千曲市（地中熱利用）
・佐久穂町（地中熱利用）

【熊本県】（６件）
・長洲町（温度差エネルギー利用）
・特定医療法人萬生会（太陽熱利用）
・長洲町（地中熱利用）
・医療法人啓愛会（太陽熱利用）
・医療法人社団金森会（太陽熱利用）
・社会福祉法人宇医会（太陽熱利用）

【埼玉県】（５件）
・狭山市（太陽光発電）
・桶川市（太陽光発電、地中熱利用）
・大東自治協力会（太陽熱利用）
・埼玉高速鉄道株式会社（太陽光発電）
・コープデリ生活協同組合連合会（太陽光発電）

【群馬県】（２件）
・上野村（バイオマス熱利用）
・中之条町（バイオマス熱利用）

【東京都】（４件）
・昭島市（太陽光発電）
・社会福祉法人清心福祉会（太陽熱利用）
・社会福祉法人恭篤会（太陽光発電）
・社会福祉法人悠遊（太陽熱利用）

【新潟県】（２件）
・十日町市（温度差エネルギー利用）
・南魚沼市（バイオマス熱利用）

【鹿児島県】（１件）
・医療法人浩然会（太陽熱利用）

【大阪府】（２件）
・社会福祉法人慶生会（太陽光発電）
・医療法人三上会（太陽熱利用）

【宮城県】（２件）
・南三陸町（地中熱利用）
・七ヶ宿町（バイオマス熱利用）

【神奈川県】（２件）
・医療法人活人会（太陽光発電）
・学校法人神奈川歯科大学（地中熱利用）

【富山県】（３件）
・南砺市（バイオマス熱利用）
・砺波市（地中熱利用）
・南砺市（バイオマス熱利用）

【愛知県】（４件）
・みよし市民病院（太陽光発電、太陽熱利用）
・社会福祉法人福田会（太陽光発電、太陽熱利用）
・社会福祉法人順明会（太陽光発電）
・医療法人泰玄会（太陽熱利用）

【広島県】（３件）
・三次市（地中熱利用）
・社会福祉法人みぶ福祉会（バイオマス熱利用）
・社会福祉法人香南会（太陽熱利用）

【和歌山県】（１件）
・新宮港埠頭株式会社（バイオマス熱利用）

【福岡県】（１件）
・エフコープ生活協同組合（太陽光発電）

【徳島県】（３件）
・徳島市 （太陽光発電）
・神山町（バイオマス熱利用）
・上勝町（バイオマス熱利用）

【栃木県】（５件）
・学校法人足利工業大学（太陽光発電）
・さくら市（バイオマス熱利用）
・社会福祉法人敬和会（太陽光発電）
・栃木県（地中熱利用）
・栃木県（太陽熱利用）

【岐阜県】（５件）
・社会福祉法人敬愛会（太陽熱利用）
・社会福祉法人岐阜老人ホーム（太陽熱利用）
・医療法人社団久誠会（太陽熱利用）
・社会福祉法人麋城会
（太陽光発電・蓄電池、太陽熱利用）
・医療法人翠風会（太陽熱利用）

【京都府】（３件）
・南丹市（バイオマス発電）
・特定非営利活動法人芽吹（太陽光発電・蓄電池）
・京都府（太陽熱利用、バイオマス熱利用）

【兵庫県】（２件）
・医療法人公仁会（太陽光発電・蓄電池）
・社会福祉法人神戸婦人同情会（太陽光発電）

【鳥取県】（２件）
・鳥取市（太陽光発電、バイオマス熱利用）
・公益財団法人鳥取市環境事業公社（地中熱利用）

【高知県】（６件）
・医療法人山秀会（太陽光発電）
・社会福祉法人香南会（太陽熱利用）
・医療法人竹下会（太陽光発電）
・社会福祉法人土佐清風会（太陽光発電）
・社会福祉法人香南会（太陽光発電・蓄電池、太陽熱利用）
・医療法人厚愛会（太陽光発電）

【秋田県】（２件）
・横手市（太陽光発電、地中熱利用）
・大潟村（地中熱利用）

【静岡県】（１件）
・島田市（温泉発電・熱利用）

【奈良県】（１件）
・生駒市（地中熱利用）

【千葉県】（３件）
・白井市（太陽光発電）
・社会福祉法人貴陽福祉会（太陽光発電）
・木更津市（太陽光発電・蓄電池）

【三重県】（１件）
・学校法人みえ大橋学園（太陽光発電）

【岩手県】（４件）
・洋野町（地中熱利用）
・久慈市（バイオマス熱利用）
・八幡平市（地中熱利用）
・遠野市（バイオマス熱利用）

【山形県】（１件）
・山形市（地中熱利用）

【愛媛県】（３件）
・松山市（太陽光発電）
・社会福祉法人喜久寿
（太陽光発電、太陽熱利用）
・今治市（バイオマス発電）

【山口県】（２件）
・社会福祉法人高嶺会（太陽光発電）
・山口市（バイオマス熱利用）

【島根県】（４件）
・社会福祉法人静和会（太陽熱利用）
・浜田市（太陽熱利用）
・特定非営利活動法人ひなたぼっこ
（太陽熱利用）

・社会福祉法人いわみ福祉会（太陽熱利用）

【石川県】（３件）
・社会福祉法人石川整肢学園①（太陽光発電）
・社会福祉法人石川整肢学園②（太陽光発電）
・社会福祉法人石川整肢学園③（太陽光発電）

【茨城県】（１件）
・社会福祉法人竜成園（太陽光発電）

【宮崎県】（１件）
・日南市（温泉発電）

【北海道】（2１件）
・美幌町（地中熱利用）
・清里町（地中熱利用）
・豊浦町（バイオマス発電・熱利用）
・当別町（地中熱利用）
・下川町（地中熱利用）（地域熱供給設備）
・知内町（バイオマス熱利用）
・洞爺湖温泉利用協同組合（温泉発電）
・猿払村（地中熱利用）
・新得町（地中熱利用）
・七飯町（バイオマス熱利用）
・上川生産農業協同組合連合会
（地中熱利用）

・清里町（太陽光発電、温泉熱利用）

・上川町（バイオマス熱利用）
・足寄町（温泉発電・熱利用）
・鹿追町（地中熱利用）
・浦河町（バイオマス熱利用）
・浜中町（地中熱利用）
・三笠市（バイオマス熱利用）
・士別市（地中熱利用）
・旭川信用金庫（地中熱利用）
・社会福祉法人北海道社会福祉事業団
（地中熱利用）

凡例
H２８年度採択
H２９年度採択
H３０年度採択

再エネ種 延べ件数

太陽光発電 ３９

太陽光発電・蓄電池 ６

バイオマス 発電・熱利用 １

発電 ２

熱利用 ２７

地熱（温泉） 発電・熱利用 ２

発電 ２

熱利用 ２

太陽熱利用 ２９

地中熱利用 ４４

温度差E利用 ３

計 １５７
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本事業は、“自家消費型・地産地消型の再生可能エネルギー”として、電力のみならず、地域で
の熱利用を支援対象としている。

出典：富士通総研経済研究所「再生可能エネルギー拡大の課題」

支援対象の考え方

最終エネルギー消費は
①「熱」、②「電力」、③「輸
送燃料」

電力のみならず、熱、輸送
燃料の脱炭素化も必要

日本の最終エネルギー消費構成
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出典：事業者ヒアリング等を元に環境省作成

【課題及びその対応】

• 効率的な需給体制の構築

市は、遊休地や耕作放棄地を燃料供給者へ斡旋し、イネ科の多年草（エリアンサス）を栽培、これを原料にした草本系ペレッ
ト燃料を製品化し、燃料の供給体制を構築した。

需要施設として、まず市の公共施設にその製品を燃料としたバイオマスボイラーを積極的に導入する。市の広報やホーム
ページにて運転状況や必要な測定値等を公表し、その結果ペレット燃料の採用を検討している事業所や他の事業所も含め、
さらに安定した需要の確保、供給から需要までの持続可能な供給一貫体制の構築が可能となる。

【補助対象経費】 ３２，４６６千円
【補助金額】 ２１，４２２千円

【事業による波及効果】

・バイオマス燃料確保の方策として、耕作放棄地を利用した作物（エリアンサス）の栽培は、
同様の課題（山林地で活用できる土地が限定され、林業が盛んでない状況。）を持つ他の地
方公共団体の有効なモデルであり、今後、全国に展開されることが期待される。

・市としては、今後も当該地域を中心として草木系バイオマスボイラーの導入推進を図る。

・CO2削減効果：
251.7 t-CO2/年

・費用対効果（補助金ベース）：
5,674 円/ t-CO2

注）上記の数値は補助事業終了時の想定値

【事業波及性に関する取組】
うつのみや環境行動フォーラム
（開催回数：年1～2回、参加人数：20～50名） 等

木質ペレット焚き温水ボイラー
二光エンジニアリング社製

RE－35N 407kW

燃料タンク
二光エンジニアリング社製

FTC－5 FRP製 9.8㎥

【導入設備】 ・設備稼働開始日：2017年4月

建屋全景

採択事例①：バイオマス熱（栃木県さくら市）

うつのみや環境行動フォーラムでの
視察の実施状況
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採択事例②：地中熱（秋田県大潟村）
出典：事業者ヒアリング等を元に環境省作成

【課題及びその対応】

• 情報不足及び認知度の不足の解消

認定こども園等整備検討委員会（地域住民などによる検討部会）を設置し、勉強会や地中熱利用の先進事例研修により認

知度を深めつつ、他地域の設備導入事例を広く参考とすることで情報不足を補い、実施設計を完了した。

建設後は地域住民のみならず広く視察希望者を受け入れ、地中熱利用設備の効能をアピールし、当該認定こども園が子ど

も・子育て施策だけでなく、地球温暖化防止にも貢献することで地中熱利用設備の認知度の向上を図っていく。

【補助対象経費】 １２０,８２８千円
【補助金額】 ８３,３８３千円

【事業による波及効果】
・既存保育園、幼稚園の建て替えに伴う地中熱利用（冷暖房）の取組は、燃料代の節約、CO2排

出量削減のほかに、保育施設への導入による認知度の向上や施設内の子供たちの快適性向

上等の副次的効果も期待でき、再生可能エネルギー導入を積極的に推進する他の中小規模自

治体に対するモデル事業として参考になる取組である。

・CO2削減効果：
40.3 t-CO2/年

・費用対効果（補助金ベース）：
133,386 円/ t-CO2

注）上記の数値は補助事業終了時の想定値

【事業波及性に関する取組】
・大潟村公式ブログ「おおがた散歩」、村広報誌への掲載

・こども園要覧への掲載

・視察、見学会の受入（計3回 約75名）（2018年実績（5月～11月））

（※他市町村社会福祉法人、秋田県町村教育長会、国公立幼稚

園・こども園教育研究協議会）

【導入設備】

地中熱ヒートポンプ（冷房：212kW 暖房:224kW）

・設備稼働開始日：2018年3月

機械室内 ヒートポンプ・循環ポンプ 職員室 HPU制御盤（空調）施設全景 こども園
要覧の
掲載記事
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○地中熱利用ヒートポンプは夏には排熱を外気に放出しないため、ヒートアイランド現
象の緩和に寄与。

○都内のオフィスビル街区を地中熱利用ヒートポンプに置き換えた場合、最高気温で
１．２℃程度、住宅街では０．３℃程度の気温低減効果*があると試算されている。

ヒートアイランド現象の緩和効果の試算例

※（出典：環境省、地中熱利用にあたってのガイドライン改訂版)

地中熱利用以外の方法で気温を１℃下げるには・・・

打ち水等の
散水の場合

○１万㎡の街区でも１日６０m3の水
○散水・給水用の施設整備
○散水にかかるエネルギー

CO2削減効果以外でも、
大きな効果を発揮

（参考）地中熱利用によるヒートアイランド現象の緩和効果
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採択事例③：太陽光発電（エフコープ生活協同組合）（福岡県）
出典：事業者ヒアリング等を元に環境省作成

【課題及びその対応】
• データ・情報の不足及び認知度不足の解消

本事業で得たデータを有効活用して、他の支所・店舗等の施設に再生可能エネルギーの自家発電、自家消費を積極的に

広める。

本補助事業で得たデータ等を社外にも広く情報公開して普及拡大に資する。またHPや機関誌等で積極的に情報公開する。

今後、地方公共団体に事業の実施状況をコスト、収益、発電量や自家消費率などの具体的なデータを情報提供することに

より、その他の事業者等にも知見を発信する。

【補助対象経費】 ７，９７３千円
【補助金額】 ２，６５７千円

【事業による波及効果】

・支所への太陽光発電導入は、事業者としても初の取組であり、本事業で得た設計・施工の知

見や発電データ等を活用して、他支所での太陽光発電導入事業を計画中である。

・事業者は、50万人近い組合員を有しており、組織内での積極的な情報発信による普及・啓発

効果が期待できる効果的なモデル事業である。

・CO2削減効果：
30.7 t-CO2/年

・費用対効果（補助金ベース）：
5,086 円/ t-CO2

注）上記の数値は補助事業終了時の想定値

【事業波及性に関する取組】

・施設内に発電モニター

を設置し、従業員等に

対する普及啓発を図る。

・見学会の実施。

（計3回 計39名

対象者：組合員）

（2019年4～5月実績）

※今後も引き続き開催予定
施設全景 太陽光発電モジュール 発電モニター

【導入設備】 太陽光発電設備 （太陽電池モジュール 45.88kW）

・設備稼働開始日：2019年3月

見学会の実施状況
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他の地域への水平展開方法
水平展開

環境省主催の自治体向け研修会
（補助事業者による事例発表） 活用事例を環境省HPに掲載

【実施中】
環境省、補助事業者とも、補助事業の成果を水平展開するよう、自治体向け研修会等での
事例発表、HP掲載等PRに努めている。補助事業者の取組状況は、事業報告書により把握。
【今後強化予定】
地方公共団体実行計画の仕組みと連携し、自治体の地球温暖化対策の取組状況の比較・
分析と見える化を通して、自治体の率先的取組を促す情報的支援を準備中。
1. 地方公共団体実行計画の施行状況調査（平成30年度の回収率：99.6%）の活用
2. 各市町村のCO2排出量や地球温暖化対策に関するデータ・情報を収集し、環境省と共有
できる情報システム（本年度より一部自治体による先行運用を開始）の活用

ネットワークで全国の地方公共団体と環境省を結ぶ
地方公共団体実行計画策定・管理支援システム
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論点２．CO2削減に係る費用対効果
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CO2削減に係る費用対効果 （１）再エネ種別
補助実績（CO2 削減に係る費用対効果（補助金額ベース）、再エネ種別）

※CO2削減に係る費用対
効果：補助金額（円）／
（１年当たりのCO2削減量
（ｔ）×法定耐用年数）

※補助金額は、完工してい
る補助事業については、実
績額。

※平成30年度末時点で完
工していないものについては、
見込額。

※本事業の採択に当たって
は、外部有識者で構成され
る審査委員会において、審
査している。
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（参考）日本における熱利用の導入状況

地中熱ヒートポンプシステム（各国導入実績、設置コスト比較）
0 5,000 10,000 15,000 20,000

米国

中国

スウェー…

ドイツ

フランス

スイス

フィンランド

カナダ

ノルウェー

オーストリア

日本

(MWt)
国名

累積導入容量
（MWｔ）

累積導入件数

米国 16,800 1,400,000 

中国 11,781 -

スウェーデン 5,600 497,658 

ドイツ 2,590 330,244 

フランス 2,010 148,675 

スイス 1,702 -

フィンランド 1,560 94,504 

カナダ 1,458 -

ノルウェー 1,300 -

オーストリア 840 95,860 

日本 132 2,230 
出典：Lund et al.「Direct Utilization of Geothermal Energy 2015 Worldwide Review」Proceedings World Geothermal Congress2015

132MWt

16,800MWt

日本
家庭用地中熱ヒートポンプシステム
10kWコスト事例
設備導入費 340万円

米国
家庭用地中熱ヒートポンプシステム
36kBtu/h(≒10kW) コスト業界平均値
設置コスト 19,650米ドル→216万円

＊メーカーヒアリング、
文献調査結果による。

（1ドル=110円で換算）

バイオマス熱利用（各国導入実績）
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3.0

4.0

5.0
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9.0(EJ)
個別熱供給

1.99EJ

出典：WBA GLOBAL BIOENERGY STATISTICS 2017 , WORLD ENERGY STATISTICS (2016 edition)

0.14EJ

国名
年間消費量

(EJ)
中国 8.14
インド 7.31
ナイジェリア 4.19
インドネシア 2.38
アメリカ 1.99
ブラジル 1.81
エチオピア 1.51
パキスタン 1.32
コンゴ 0.81
タンザニア 0.77
日本 0.14
EU28国 2.85
注)2014年ベース

2.85EJ
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太陽光発電設備（システム費用）

CO2削減に係る費用対効果 （２）太陽光発電設備

太陽発電設備については、調達価格等算定委員会において、「急速なコストダウンが見込まれる電源」と
され、かつ本事業の採択件数も上位を占めるため、個別にレビューを実施。
パネル価格の低減などにより、システム費用（パネル・パワコン・工事費など）は低下傾向。
本事業の補助実績のうち、調達価格等算定委員会における「2020年度の価格目標達成に資するシス
テム費用」を大きく上回るものは、大部分が平成28年度採択である。平成29年度以降は、大部分が
「2020年度の価格目標達成に資するシステム費用」を下回っている。

（出典：調達価格等算定委員会、平成31年度以降の調達価格等に関する意見)

参考１

（2020年度の価格目標達成に資するシステム費用）参考２

20
20
年
度
の
価
格
目
標
達
成
に
資
す
る
シ
ス
テ
ム
費
用
と
の
差
（
％
）
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150%
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H28年度採択 H29年度採択 H30年度採択

CO2削減に関する費用対効果（万円/t-CO2）

平成28（2016）年度 31万円/ｋW
平成29（2017）年度 28万円/ｋW
平成30（2018）年度 25万円/ｋW
平成31（2019）年度 22万円/ｋW
平成32（2020）年度 20万円/ｋW（想定）
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（参考）事業性評価

事業計画段階における採算性と事業継続性（リスク対策の実施状況）を審査し、より費用対効果の
高い事業となるよう政策誘導する仕組みを導入済み。
仕組みの導入に際して、「地域の再生可能エネルギー事業の健全性を高めるための設備導入者向け
マニュアル（案）」を取りまとめ、再エネ別の事業期間のリスクと対策について周知を進めている。

自家消費型・地産地消型の再エネ事業
は、ＦＩＴ事業と同程度、事業期間の
潜在リスクを認識し、その対策を、事業
計画段階で講じておく（検討・準備含
む）必要がある。

背景

自家消費型・地産地消型を目的として
導入された再生可能エネルギー設備の
継続的な稼働につなげ、健全な事業運
営や事業目標を達成する。

目的

評価項目 評価の視点

単純投資回収期
間を設備の耐用
年数を参考に評
価

コスト意識を持っ
てその適正化に
努めているか

評価内容

• 設備導入による収入相当とイニシャルコスト・ランニングコ
ストから算出される回収年数（単純投資回収期間）

• 導入する設備の年間設備利用率や想定全負荷相当時
間など

事業継続性に大
きく影響する重大
リスクの認識と対
策状況を評価

リスクを認識して
対策に努めてい
る（又は予定が
ある）か

• 事業のライフサイクルコストに大きく影響を及ぼし、重大と
考えられるリスク対策（≒最低限実施すべきリスク対
策）の実施状況を確認

採算性

事業
継続性

事業性評価
（平成30年度から導入）
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今後の改善方針
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今後の改善方針

地域における再生可能エネルギー普及・拡大の妨げとなっている課題への対応と水平展開
論点１

CO2削減に係る費用対効果
論点２

再生可能エネルギーの自家消費・地産地消に係る課題対応の内容・手法は、
着実に蓄積中。
今後、これらの内容・手法の水平展開のため、成果の情報発信を強化する。

・補助事業者：成果の積極的な情報発信について、さらなる徹底。

・環境省：自治体の率先的行動を促す情報的支援を新たに展開。

熱利用等、国内の普及が途上のものは、引き続き導入事例の蓄積が必要。
一方、太陽光発電設備については、調達価格等算定委員会が定めている
価格目標の達成に寄与する事業のみ、補助対象とする。


